
通所型基準緩和サービス 百の花なじょも（出張所：結いの郷） 
 

          様 

（重要事項説明書 兼 契約書） 

 

あなた（利用者）に対する通所型基準緩和サービスの提供開始にあたり、事業所があなたに

説明すべき重要事項は次のとおりです。また、この契約書は通所型基準緩和サービスを実施

するための取り決めを行うために作成します。 

 

通所型基準緩和サービスの契約の開始日 令和   年   月   日 

 

     

1. 事業所の概要 

事業所の名称：百の花 なじょも 

 

所在地：新潟市東区上木戸５丁目２番１号 

電話番号：０２５－２５０－６７５４ 

０８０－９５５９－８４５７  

新潟市指定年月日：平成 29年４月１日 管理者：内山 京 

定 員：1単位目：午前 55人/日 

2単位目：午後 35人/日 

3単位目：午後 10人/日（結いの郷） 

単位数：3単位 

営業日：月～金（百の花・結いの郷） 

休日：土曜日、日曜日、年末年始 12/31～1/3 

営業時間：①午前 9：00から 12：40 

②午後 14：00から 16：00 

 

通常の事業の実施地域： 

新潟市東区 

中央区・北区・江南区の一部 

送迎時間：①迎え 8：00から 10：00 

      送り 10：50から 12：40 

     ②迎え 13：00から 14：00 

      送り 16：00から 

      

 

 

2. 従業者の勤務体制 

 管理者 従事者   

常勤 １人 ４人   

非常勤 ０人 ３人   

計 １人以上 ７人以上   

 

3. 提供するサービスの内容 

①「通所型基準緩和サービス」は事業者が設置する施設に通っていただき、要介護状態等に

なることを可能な限り予防するとともに、要支援状態（生活支援）やチェックリスト対象者

がその状態の軽減又は悪化の防止を図り、地域において自立した日常生活を営むことができ

るよう支援を行います。 



②あなたの通所型基準緩和サービス利用日及び利用時間は次のとおりです。 

サービスの内容 利用日 利用時間 

通所型基準緩和サービス（1単位目） 月・火・水・木・金 9：20～12：40 

通所型基準緩和サービス（2単位目） 月・火・水・木・金 14：00～16：00 

通所型基準緩和サービス（3単位目） 月・火・水・木・金 14：00～16：00 

③「通所型基準緩和サービス」は事業者が設置する施設に通っていただき、その利用者が可

能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活の

支援を行うことにより、利用者の心身機能の悪化防止を図り、利用者の生活機能の維持又は

向上を目指すことを目的としたサービスです。 

 

4. 業務取り扱い方針 

（1） あなたの心身の状況やご家族の環境を踏まえ、居宅介護支援事業者または地域包括支

援センターの作成する「通所型基準緩和サービス計画書」と、わたしたちの作成する

「通所型基準緩和サービス計画書」に従い、心身機能の維持、悪化防止のために通所

型基準緩和サービスを提供します。 

（2） わたしたちは、通所型基準緩和サービス計画書を必ず作成します。 

 

5. 利用料金 

① 利用者負担金 

あなたがサービスを利用した場合にお支払いいただく利用者負担金は、原則として次の利

用料の額です。ただし、介護保険給付の支給限度額を越えてサービスを利用する場合は、

利用料の全額をご負担いただきます。下記の料金は１回あたりの金額です。１ヶ月合計の

場合は端数処理の関係で多少の違いがでることもありますので、ご了承下さい。 

原則１割負担ですが、一定の所得がある方は２割負担または３割負担となります。 

 

「通所型基準緩和サービス」（単位：円）

サービス内容略称 1割負担 算定単位

通所型基準緩和サービス１回数 注1事業対象者・要支援1　月の中で全部で3回までの利用の場合 ３３９単位 ３４４円

通所型基準緩和サービス2回数 注2事業対象者・要支援2　月の中で全部で7回までの利用の場合 ３４８単位 ３５３円
1回につき

 

通所型基準緩和サービス 注1事業対象者・要支援1　月の中で全部で4回以上利用の場合 １３５５単位 １３７４円

通所型基準緩和サービス 注2事業対象者・要支援2　月の中で全部で8回以上利用の場合 　　２７８１単位 ２８２０円
1月につき

 

注 1 要支援１及び週１回程度利用の事業対象者は、原則としてこの単位×回数で請求。ただ

し、提供回数が４回／月を超える場合は、通所型基準緩和サービス１（１月あたりの単位）

を使用。 

注 2 要支援２及び週２回程度利用の事業対象者は、原則としてこの単価×回数で請求。 

提供回数が８回／月を超える場合は、通所基準緩和サービス２（１月あたりの単価）を使用。 

※この場合事業対象者とは、例えば退院直後で集中的サービス利用することが自立支援につ

ながると考えられる方等です。 

 



＊ 上記の利用料は、新潟市の実施要項に基づいて定める金額であり、これが改定された場合

は、上記の利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい利用料を書

面でお知らせします。短時間の利用、施設での送迎対応が行えない事がありますのでご了

承下さい。 

＊通所介護及び介護予防通所介護共通地域区分において、新潟市が７級地に区分されている

ため、１単位は 10.14円で計算されます。 

＊ケアプランに記載の上、インフォーマルサービス等（自費利用）として利用の場合は新潟

市が定める金額の全額を自己負担にて請求させていただきます。 

なお、自費利用に関してはその必要性等について担当ケアマネージャーを中心に関係者間

で協議し適用いたします。 

 

 

 

 

その他の費用 

料金の種類 金額 

消耗品費（お茶代含む） １回 １６５円 

送迎料金 東区、江南区は無料  

但し中央区・北区は１回４４０円 

日常生活に必要な身の回りの費用 実費 

日常生活に必要な教養娯楽の費用 実費 

＊ 利用予定日の当日（8：30以降）にキャンセルをする場合は、当日予定の食事代とお茶代

を頂きます。 

キャンセルをする時の連絡先（電話番号）０２５－２５０－６７５４  

０８０－９５５９－８４５７  

 

6. 利用者負担金及びその滞納など 

① 利用者が正当な理由なく、事業所に支払うべき利用者負担金を１ヵ年分以上滞納したとき

は、事業所は３ヶ月以上の期限を定め、期限までに利用料を支払わない場合は、契約を解

約する旨、通告することができます。通告を行った場合であっても、契約の継続を考慮し、

利用者との調整のための努力をします。 

② 事業者は、調整の努力を行い、かつ調整の期間（通告から３ヶ月）を経過した場合、この

契約を文書により解約することができることとします。 

③ 利用者負担金については、期日を定めたうえでサービスを利用した月ごとまとめた上で、

サービスを利用した月の３ヶ月後２５日以降に、利用者の指定する金融機関の口座から引

き落とします。（引き落としに要する料金については、利用者のご負担とさせていただき

ます。領収書等については、利用者負担金のお支払いを受けた翌月に差し上げます） 

 

7. 利用者の解約権 

① 利用者は、２週間以上の予告期間を設けることにより、この契約をいつでも解約すること

ができます。 

 

要支援１相当の場合 １回につき ３，４４０円 

要支援２相当の場合 １回につき ３，５３０円 



8. 事業所の解約権 

① 事業者は次の場合に限り、１ヶ月以上の予告期間を設けたうえで契約を解約することがで

きます。 

1. 利用者の行動が、他の利用者の生命又は健康に重大な影響を及ぼす恐れがあり、かつ利用

者に対する通常の介護方法ではこれを防止することができないとき 

2. 利用者が重大な自傷行為を繰り返す等、自殺を犯す危険性が極めて高いと認められるとき 

3. 利用者が故意に法令違反その他の重大な秩序破壊行為をなし、改善の見込みがないとき 

② 契約を解約する場合については、事業者はあらかじめその理由を文書により利用者に示し、

十分な説明を行います。 

③ 契約を解約する場合は、事業者は利用者の日常生活が円滑に継続できるよう、保健、介護、

福祉サービス等との調整などを行います。 

 

9. 契約の終了 

① 利用者から契約を終了させようとする意思表示があり、契約期間が満了した場合 

② 7－①に定める利用者からの解約の意思表示がなされ、予告期間を経過した場合 

③ 8－①に定める事業者からの解約の意思表示がなされ、予告期間を経過した場合 

④ 次のいずれかに該当することにより、通所型基準緩和サービスを提供することができなく

なった場合 

1. 利用者が介護保険施設等への入所が決まり、その施設において利用者を受けいれる態勢が

整ったとき 

2. 利用者が医療機関に入院（3 ヶ月以上）する必要が生じた場合であって、医療機関側にお

いて利用者を受け入れる態勢が整ったとき 

3. 更新認定において、チェックシート対象外と認定されたとき 

4. 利用者が死亡したとき 

5. 要介護認定となったとき 

⑤ 契約を解約する場合については、事業者はあらかじめその理由を文書により利用者に示し、

十分な説明を行います。 

⑥ 契約が終了する場合は、８－４－③に定める援助を行います。 

 

10. 事故発生時等の対応 

① サービスの提供により事故が発生した場合には速やかに利用者の家族、地域包括支援セン

ター、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。サービス提供の送迎時に

事故が発生した場合も同様の対応を行うものとします。 

 

11. 損害賠償 

① 事業者は、通所型基準緩和サービスサービス利用にあたり、利用者の生命、身体、財産等

に損害を与えた場合は、その損害を賠償します。ただし、その損害について事業者の責任

を問えない場合については、この限りではありません。 

② 事業者は、通所型基準緩和サービス利用にあたり、事故が発生した場合は、速やかに利用

者の家族、担当の介護支援専門員（又は地域包括支援センター）及び市町村等へ連絡を行

うとともに、必要な措置を講じます。 

 



12. 苦情対応 

① 事業者は、利用者、利用者の家族、後見人、身元引受人等関係者（以下、利用者等といい

かえます）からの苦情を受ける窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、利用

者からの苦情があった場合は迅速かつ誠実に対応します。 

② 利用者等は、いついかなるときにおいても苦情の申し立てを行うことができ、また、苦情

の申し立てを行うことにより、事業者は一切、不利益な取扱いをいたしません。 

 

＊苦情相談窓口 

① 当事業所が提供するサービスに関する相談や苦情は、次の窓口で受け付けます。 

窓口設置場所：通所型基準緩和サービス 百の花 なじょも 事務室 

担当者   ：内山 京   

連絡先   ：０２５－２５０－６７５４ 携帯０８０－９５５９－８４５７ 

 

② 当事業所に対する苦情は、次の機関にも申し立てることができます。 

新潟市介護保険課      ：０２５－２２６－１２６９ 

新潟県国民健康保険団体連合会：０２５－２８５－３０７２ 

 

13. サービス提供の記録など 

① 事業者は、サービス提供の記録などを作成完了後、少なくとも５年間は適正に保存し、利

用者の求めに応じて閲覧に付し、あるいはその複写を交付します。 

② 事業者は、９－①②③④に定めた契約の終了にあたって必要があると認められる場合は、

利用者の同意を得た上で、利用者の指定する他の居宅介護支援事業所などへ、サービスの

提供の記録などを引き継ぐものとします。 

 

14. 守秘義務 

① 事業者は、サービスを提供するうえで知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び個人

情報については、正当な理由が無い限り、契約中および契約終了後においても第三者には

漏らしません。 

② あらかじめ、利用者から文書により同意を得た場合は、前項の規定に関わらず目的外の利

用をしないことを条件に、情報提供できるものとします。 

 

15. 拘束の禁止 

① 事業者は、他の利用者の生命又は身体を保護するため、緊急時やむを得ない場合を除き、

利用者について、隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、利用者の行動を制限

致しません。 

② 事業者が、利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を

制限する場合は、利用者に対し事前に行動を制限する理由、行動を制限する手段や内容、 

行動を制限する期間について、あらかじめ十分に説明します。また、この場合、事業者は

利用者の家族、後見人又は身元引受人等関係者に対し、あらかじめ行動を制限する理由、

行動を制限する手段や内容、行動を制限する期間について十分に説明いたします。事前の

説明が間に合わなかった場合にあっても、事後直ちに説明を行います。 

 



③ 事業者は、利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を

制限する場合は主治医の意見を聞き、恣意的な判断を避けるようにします。 

④ 事業者は、利用者について隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を

制限する場合は、その措置をとるに至った経過、事業者内における検討の過程及び結果、

主治医の意見、利用者及びその家族等に対する説明の概要などについて記録し、その措置

のあった日から少なくとも２年間は保管します。 

⑤ 隔離、身体的拘束、薬剤投与その他の方法により、その行動を制限した利用者については、

早急に施設サービス計画を見直します。 

 

16. 解約時の援助 

① 契約の解約又は終了により、通所型基準緩和サービスの利用を終了することとなった場合

であっても、事業者は利用者の日常生活が円滑に継続できるよう、８－③に定める援助を

行います。 

② 契約の解約又は終了後、利用終了後までに要した費用については、利用者の負担とします。 

 

17. 身元引受人 

① 事業者は利用者に対し、身元引受人を求めることがあります。ただし、身元引受人を立て

ることができない相当の理由が認められる場合は、この限りではありません。 

② 身元引受人は次の責任を負います。 

・ 利用者が疾病などにより医療機関に受診する場合に、受診手続きが円滑に進行するように

協力すること 

・ 契約が終了する場合、事業者と連携して利用者の心身の状態に見合った適切な保険、福祉、

介護サービス等の確保に努めること 

・ 利用者が死亡した場合の遺体及び遺留金品の引受その他の必要な措置をすること 

 

18.契約外条項 

①介護保険法及びそのほかの関係する法令並びにこの契約書のない事項については、利用者

と事業者の協議により定めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和    年    月    日 

 

（事業者）  所在地   新潟市東区上木戸５丁目２番１号 

        

事業者名  通所型基準緩和サービス 百の花 なじょも 

        

代表者氏名  鈴木 克夫    印 

 

説明者                 印 

 

 

（利用者）  ご住所 新潟市                         

 

        お名前                          印  

 

 

（身元引受人）ご住所                             

 

        お名前                （関係）      印  

 

 

 

（第 1緊急連絡先） 

ご住所                             

         

お名前（職場など）                       

 

     電話番号           携帯               

 

 

 

（第 2緊急連絡先） 

ご住所                             

         

お名前（職場など）                       

 

     電話番号           携帯               

 

 

 

 

 



個人情報の使用に係る同意書 

 

 

わたし（利用者及びその家族）の個人情報については、次に定める条件で、必要最小限の範

囲内で使用することに同意します。 

 

 

（利用者）            印  （利用者の家族）            印     

 

1. 使用する目的 

・ 利用者に関わる施設サービス計画を立案するためのサービス担当者会議での情報提供 

・ 介護支援専門員とサービス事業者との連絡調整において必要となった場合 

・ 事業者が作成する新聞、ホームページ、写真等に掲載をする場合 

 

2. 個人情報を使用する事業者及びその誓約 

・ あなたのサービス提供に関係するわたしたち事業者は、あなたのサービス利用に関わる契

約の締結前にあっても、提供された個人情報については、決して第三者に漏らしません。

また、サービス提供に関わる目的以外には決して使用しません 

 

3. 使用する期間 

 

令和   年   月   日 ～ 

 

4. 使用にあたっての条件 

（1） 個人情報の提供は必要最小限とし、提供にあたっては関係する者意外の者に漏れる

ことのないよう、細心の注意をはらうこと 

（2） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについては経過を記録しておくこと 

 

 

 

 

 


